
81ナレッジ・マネジメント研究　第12号

スマート革命がもたらす創造の経済に
日本企業はどう対処するのか
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How to Embrace Creative Economy infl uenced by Internet based Smart Revolution

　Richard Florida, a professor in Toronto University, insists that the age of Creative 
Economy is defi nitely coming in the 21st century. And the transition from old Industrial 
Economy to Creative Economy is globally in progress. He also insists that Creative 
Economy has 3 distinctive features, representing with 3Ts. The fi rst T stands for 
Technology, mainly backed by ITC such as the rise of internet. The second T stands for 
Talent, meaning the potential capability of the people. The third T stands for Tolerance, 
social capability of embracing diversity of people such as acceptance of immigrants with 
different culture or acceptance of gay couple marriage.
　In conjunction with the rise of Creative Economy, its supporting technical infra-
structure, called Smart Revolution is also spreading on global basis rapidly.
　In this thesis Smart Revolution means “disrupting the aspect of Internet of Things”. In 
this thesis, I will describe the creative aspect of consumer Internet at fi rst, then describe 
the creative aspect of industrial Internet and makers movement, proceeding to the creative 
aspect of presumes typed internet that is relating to all of them above.
　I fi nally insist that the combination of both Creative Economy and Smart Revolution 
could bring us the possibility of new industrial revolution globally and that Japanese 
companies must be prepared to treat it rightfully.

キーワード：創造の経済，スマート革命，産業インターネット，プロシューマー，
メーカーズ

１．創造の経済とは何か

　2010年代に入って米国ではナレッジマネジ

メントの視点が大きく変化し始めている。21

世紀初頭，米国の経済・社会学者のリチャー

ド・フロリダが「創造の経済」を提唱した

が，その流れがインターネットの普及と共に

個人のライフスタイルへの変化と共に企業活
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動にも波及し，実際の経済の生産性にも影響

を与え始めていると言う見方が台頭し始めて

いる 1）。

　フロリダは「創造の経済」をもたらす要因

を三つのＴとして指摘している。最初のＴは

テクノロジーのＴである。これは技術革新を

意味しており，21世紀の現代においては，あ

らゆる技術革新の背景にソフトウエアの進歩

に代表される ICTの技術進歩が有り，それ

は情報スーパーハイウエーとしてのインター

ネットに代表される動きである。最早，手の

技（暗黙知の技術的側面）に代表される擦り

合わせ型のモノ作り（モノ支配論理）だけで

は極めて不十分な時代に突入しており，企業

のモノ作りの中心はソフトウエアによるサー

ビス作り（サービス支配論理）の方向に向か

っている。

　二つ目のＴはタレントを意味する。タレン

トとは生活者や社員の持つ潜在的な可能性の

ことである。三つ目のＴは寛容性を意味す

る。創造性はあらゆる多様性のぶつかり合

い，融合の上に成り立つからである。更にフ

ロリダは起業のやりやすい環境や自己表現を

促進する環境の集積地として大手の企業では

無く都市の存在に注目している。そして米国

では創造性を発揮するクリエイティブクラス

と呼ばれる層が増加しているとされている。

　米国においては2013年に二期目を迎えた民

主党の黒人大統領のバラク・オバマが率いる

民主党政権は創造の経済の視点を政権運営に

取り入れており，インターネットを軸とした

技術革新に注力すると共に（大手の組織の中

で眠りこまされた）米国人の天賦の才能の発

揮や多様性を重視した政策を全面的に取り入

れている。近年，米国の諸州ではゲイによる

結婚の認定や移民などを巡って激しいやり取

りがなされている。一見創造性と関係のない

やり取りに見えるが，創造性の基本となる多

様性に対する寛容性（三番目のＴ）に関する

議論として我が国においては完全に見逃され

ている議論である。（日本で多様性と言えば

女性の社会進出に限定されたテーマとなった

感がある）インターネットの活用や個人の潜

在能力の発揮と雇用の問題，企業や社会にお

ける多様性の問題は上記のような新しい国作

りの為の「国と社会の枠組みの問題」として

米国では議論されている。このような時代背

景や政治的リーダーシップの存在が我が国の

ナレッジマネジメント運動においては理解さ

れていない。

　そして注目すべきはインターネットの企業

活用が経済成長に具体的な数字的影響を与え

始め，大量生産・大量消費の工業社会から創

造の経済時代へと移行を開始する為の新しい

産業革命（第三次産業革命）が起き始めたと

言う認識が経済学者など識者の間に広がり始

めた点であろう。（後述）

　従来，インターネットなどの影響は娯楽や

社交（ソーシャルメディア）などの消費財領

域のモノであり，その為経済成長には大した

影響を与えないと言う見方が経済学者の間で

主流であった。しかし2010年代に入ってその

流れが変わり始めている。所謂，「停滞説」

から「雇用喪失説」への転換である。

２．創造の経済を支えるスマート革命

　さてインターネットの活用が新しい時代に

入り始めている。重要なキーワードは1990年
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いる 3）。

３．消費者インターネット領域に見る
　アップルの新しいモノ作り，サービ
　ス作りの成功

　さて創造の経済時代の先端を切り開いた企

業として有名なのが米国のアップルである。

同社は90年代後半には倒産の危機に瀕してい

ると見られていたが，創業者の一人である故

スティーブ・ジョブズ氏が CEOに復帰した

1997年以降に劇的な立ち直りを見せる。特に

2001年の携帯型音楽端末の iPodの開発，

2007年における携帯電話の革新的な商品であ

る iPhoneの開発，2010年における，タブレ

ット PCの iPadの開発などの一連の連続ヒ

ット商品は，自社で工場を全く持たないファ

ブレスメーカーの成功事例として，またモノ

作りの論理よりもサービス作りの論理を優先

する新しいタイプの企業の登場事例として注

目を浴びた。そして同時に「モノ支配論理か

らサービス支配論理への移行」と言う新しい

ビジネスモデルをも提示して，ビジネスの世

界に対してモノ作りやメーカーのあり方に関

する根源的な問いかけを行っている。具体的

には様々なスマートデバイス群の上にソフト

ウエアが作り出したサービス群の森を支える

根と茎が生え，音楽や動画，電子書籍，ゲー

ム，アプリなどの豊かなサービスの森が垂直

統合モデルとして茂っている。（図１）これ

は非常に強力なビジネスモデルである。例え

ばタブレット PCの iPadの為に多くの生活

者は映画やドラマを買いためている。彼らが

アップルテレビを買えば，既に買いためてい

るお気に入りの映画やドラマがアップルテレ

末にプロクターエンドギャンブル社のケビ

ン・アシュトンによって提唱されたのが「モ

ノのインターネット」である。

　「モノのインターネット」の特徴は，あり

とあらゆる機器やチップの入ったモノがイン

ターネット及び相互に繋がる「繋がり革命」

とモノが自らインテリジェンスを持つ AI要

素である。例えば庭や畑の温度や湿度を計測

する百葉箱がインターネットに繋がったと仮

定すれば，百葉箱は「時々の温度や湿度をイ

ンターネットに対して勝手に呟く」ようにな

ると言ったイメージでとらえられる。

　さて米国においてオバマ大統領が選挙で選

ばれた2008年前後から「モノのインターネッ

ト」のコンセプトが欧米を中心に広がり始め

ている。

　それには二つのきっかけがある。一つはス

マートグリッドやスマートメーター（電力

計）に代表されるインターネットを活用した

エネルギー管理のアプローチである。もう一

方はアップルによって立ち上がったスマート

フォンに代表される消費者インターネットの

流れである。スマートフォン発の流れは「ポ

スト PCコンピューティング」と呼ばれてい

る。従来の一人一台のパソコン活用時代から

一人が複数台のスマートデバイスを時と場

所，シーンによって使い分ける「新しい個人

コンピューティングの形」の登場とそれに伴

う「新しい消費者ビジネスモデルの形」によ

って特徴付けられる 2）。

　総務省は2012年の情報通信白書においてモ

ノのインターネットをスマート革命と呼んで

いる。スマート革命は創造の経済の成長を支

えるネットワークインフラとして期待されて
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　その背景にはインターネットのエコシステ

ム（生態系）の成熟がある。

　最近流行のエコシステムと言う視点から言

えば，高速回線スピード，活用の為の低コス

ト化の進展，ソフトウエアの充実と言う視点

からクラウドコンピューティングの時代を迎

えてインターネットがローマの道のような公

道（情報スーパーハイウエー）になり始めて

いる点を見落としてはならない。企業の基幹

となる情報システムまでインターネットに次

第に移行する時代が来たのである。

　更に面白いのがアップルのビジネスモデル

を電子書籍事業に応用したアマゾンの事例で

ある。アマゾンは電子書籍サービスを展開す

るにあたってプライベートプランド品の電子

書籍リーダーのキンドルとタブレット PCの

キンドルファイアーを開発し，販売を開始し

ビ上で即，視聴できる。このモデルをミラー

レスのスマートカメラに応用した韓国のサム

スン電子は，圧倒的な技術力とパテント量を

持つ日本のカメラメーカーの市場を少しずつ

奪い始めている。WiFiネットワークにより

インターネットに繋がるサムスン電子のアン

ドロイド製スマートカメラで写真を撮れば，

インターネットに繋がるパソコン，スマート

テレビ，スマートフォン，タブレット PCや

フェースブックなどのインターネットサイト

に一発で写真を登録できる。これがスマート

デバイス群の上に根が生えたサービスの強さ

である。如何に強力とは言え単独のカメラし

か持たない国内カメラメーカーは，苦戦を強

いられることが予想される。如何にゼロ戦が

強力でも一度に５機の様々なグラマンを相手

にすればかなわないのと同じ理屈である。

図 1　サービス支配論理のイメージ

米国通信キャリアのベライゾン2015年には一人７台のスマート機器を操る時代が来る! !

出所：ゼロから学ぶスマート革命。

インターネットに根と茎が生え，
サービスの森が豊かに茂る…

見逃し放送や映画，音楽，ゲームなど
インターネットのサービスの森
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ーは「第三の波」を著し，その中でプロシュ

ーシューマー（生産型消費者）の登場を予言

した 5）。この自律型の生活者がアップルの

iPhoneや iPod，iPadなどのスマートデバイ

スの為に約80万本の微小アプリを自発的に開

発している。そしてこの点がアップルの

iPhoneがビジネス領域での販売と活用で先

行するカナダのブラックベリーを凌駕する秘

密となっている。2012年の４半期決算におい

てブラックベリーは「弊社はスマートフォン

の企業内活用において世界一の知識を持って

いる」と語っている。一方アップルは携帯電

話の領域に新しく進出した企業であり，いわ

ば素人企業である。しかし結果はアップルの

勝利であり，ブラックベリーは赤字に追い込

まれた。そしてブラックベリーは2013年，新

製品の発表にあたって日本からの販売撤退に

すら追い込まれている。これは「社内に知識

があると言った企業が社内に知識は無いと言

った企業に負けた興味深い事例」である。

　その秘密はアップルの「サービス支配論

理」に基づくビジネスモデルにある。外部の

生活者や小規模企業が多様なアイデアを出

し，自由かつ自発的に開発されたアプリがア

ップルとブラックベリーとの知識ギャップを

埋めたのである。これはいわゆるクラウドソ

ーシングが働いた結果であると考えられる。

重要な点は生活者の開発するアプリは，企業

の論理と全く異なっている点である。ソフト

ウエアの開発にあたって企業は「効率性や標

準化，共通性」を重視する行動様式をとる。

一方技術の心得のある生活者にとっては「自

己の楽しさ優先」であり，寧ろインターネッ

トの仲間に認めてもらえた，使ってもらえた

た。注目すべきはアマゾンのプライベートブ

ランド品の方がソニーやサムスン電子のナシ

ョナルブランドよりも売れている点である。

ダートマス大学のロン・アドナー教授は「明

らかにソニーのデバイスの方が上なのにアマ

ゾンの製品が売れる理由をサービス力の差」

に求めている。これはアップルの場合と同じ

であり，電子書籍の購買がアマゾンのサービ

スの方が洗練されており，スムースであると

言う点にあった 4）。

　最近ではハードウエア機器の「仕様の死」

の到来が提唱されているが，様々な機器がイ

ンテリジェンスを持ってインターネットに繋

がるスマート革命の時代には個々のデバイス

の仕様や機能よりもデバイスが多少劣ってい

てもその上のサービスの充実度合いが重視さ

れる時代が到来している。かつて工業社会の

モノ作りの時代に一世を風靡した「バリュー

エンジニアリングの時代」が終焉したのであ

る。今や「バリューエンジニアリング手法」

は過剰品質手法と言う見方もある。

　一方アップルなどの成功事例の登場の中で

国内ではテレビや携帯電話，ゲーム機などを

中心とした経済誌の唱える家電崩壊が起こ

り，その影響はカメラや腕時計にも及び始め

ている。2014年にはアップルはスマートテレ

ビを出すと言われているが，日本メーカーが

アップル製のスマートテレビに勝てると考え

ている識者は海外にはほとんどいない。

　さてフロリダの指摘する二つ目と三つ目の

Ｔとの関連で述べれば，アップルは iPhone

の開発において外部の生活者や少人数企業の

多様な創造性を活用している点に特徴があ

る。1980年代，未来学者のアルビン・トフラ
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の世界から一例を挙げるならば，Ｔシャツの

スレッドレスは，生活者のアイデアを企業が

選別後，一般投票にかけ上位に位置する人気

のＴシャツデザインを商品化して販売し，成

功している。これはシャツと言うハードウエ

アの上にプロシューマーの持つアイデアに基

づくデザインと言うサービスを載せて販売

し，成功した事例である。

　伝統的な日本家電はこう言った視点が弱

い。かつて国内企業では花王などが消費者の

クレームをアイデアのヒントとして商品や業

務改善に役立てていたが，米国では既に生活

者の多様なアイデアとソフトウエア開発の活

用による製品作り＝サービス作りのレベルに

到達し，明らかに先を行っている。

　しかしこう言った「モノ支配論理」から

「サービス支配論理」への転換と言う視点は，

必ずしも日本企業にとって初めての経験では

無い 7）。ヤマハグループは「感動を・とも

に・創る」を企業目的とした理念体系を持っ

ている。同グループは戦後の日本にピアノな

ど西洋楽器の普及に成功したビジネスモデル

を作り上げた事で有名である。同社の様々な

楽器販売の上にセットされた有名なヤマハ音

楽教室や，群馬県褄恋村でのエレクトーンの

コンテストは，立派なサービス支配論理であ

る。家族が様々な楽器を弾きながら家庭で行

う音楽会は，我が国の音楽面での感性インフ

ラに大きな影響を与えたと考えられる。

　同じことはヨットのヤマハセーリングクラ

ブにもあてはまる。アナログモノ作りの世界

において日本企業は米国のアップルやアマゾ

ンに優るとも劣らない「サービス支配論理」

の成功経験を持っている。

と言う認知欲求や自己表現欲求を重視する行

動を採用している。彼らは一本100円の微小

アプリがアップルのアップストアで二本売れ

ただけで小躍りして喜ぶ人たちである。日本

からも数年前，当時灘中学の三年生がアプリ

のダウンロード数の三位にランクされた事例

が有名である。アップルは創造の経済を表現

する代表的な米国企業の一つと考えられる。

　これが企業の外部の生活者の潜在的な可能

性の引き出しであり，寛容性に基づく多様性

の活用の事例である。その背景には大量生

産・大量消費を実現した工業社会のもたらし

た「過剰な余暇時間」が存在する。アップル

などはそれを上手く活用して自社のビジネス

競争力に転嫁した訳である。様々なスマート

デバイスの上にサービスとしてのアプリを載

せて製品を差別化し，成功した訳である。

　また生活者の「過剰な余暇時間」の活用は

単にアプリの開発だけにとどまっている訳で

はない。米国においては大手のレーベルに属

さない大量の音楽のインディーズ台頭や電子

書籍におけるイーシングルと呼ばれる作品を

制作する素人作家などの存在も注目されてい

る。電子書籍では２ドルから３ドル程度のブ

ログに毛の生えた書籍が売れている。日本の

トップ通信販売企業の楽天が先年買収した電

子書籍リーダー製品を開発するカナダのコボ

は，2012年の米国ブックフェアにおいて全体

の７％はイーシングル作品であると述べてい

る。様々なスマートデバイスの上に音楽や電

子書籍をサービスとして搭載して成功してい

る 6）。

　これと同じ発想はアナログのモノ作りにも

応用されはじめている。アナログのモノ作り
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学習とかビッグデータと呼ばれている）ので

ある。この仕組みはM2M（マシンツーマシ

ン）とかモノのインターネット（Internet of 

Things）と呼ばれている。経営紙で有名な

米国のフォーブス紙は「これはモノのインタ

ーネットと言うよりはモノのツイッターやフ

ェースブックである」と表現しており，その

理由を「何故ならば様々な機器が勝手に呟く

から」と述べている。もし仮にこの仕組みが

ボーイング787の就航に間に合っていたなら

ば，2013年に全日空や日本航空が被った航空

機の長期の運休事故は未然に防げたかもしれ

ない。

　国内の企業も何時の間にか同様のサービス

を開始している点に注目が集まっている。

　日本のコマツの KOMTRAX（コムトラッ

クス）が有名であるが，このサービスは既に

販売済みの約６万2,000台のトラクターに適

応されている。コマツの説明によれば「車両

システムには，GPS，通信システムが装備さ

れ，車両内ネットワークから集められた情報

や GPSにより取得された位置情報が通信シ

ステムにより送信されます。サーバ側システ

ムでは，車両から送信されたデータを蓄積

し，インターネットを通しお客様やコマツ販

売代理店に提供されます。」となっている 9）。

（図２）注目すべきは豪州では既にコマツの

トラクターの無人運転が開始されている点で

ある。最近グーグルが盛んに無人運転の実証

実験を米国のネバタ州やカリフォルニア州で

実施しているが，コマツはある意味でその先

を行っている。一方ヤンマーもスマートアシ

ストと呼ばれる類似のサービスを開始してい

る。その目的は「世界各国で活躍しているヤ

４．スマート革命と創造の経済の重工
　業への波及

　さて注目すべきはアップルやアマゾン，グ

ーグルなどが娯楽やコミュニケーション領

域，モノ作りの視点からは家電領域の一部な

ど消費財領域で展開を開始したビジネスモデ

ルが重工業のモノ作りに波及を始めている点

である。

　その急先鋒が米国の GEである。日本の高

度成長期における日本家電メーカーの台頭を

受けて次第に家電領域から産業機械や医療機

械，列車や航空機のエンジン製造などの交通

機器へとビジネスの重点を移した GEは，消

費者インターネットにおけるスマート革命の

台頭を目の当たりにしてそのビジネス版であ

る産業インターネットを提唱し，医療分野な

どから具体的なビジネスを開始している 8）。

　GEの動きは既に多くの重工業企業に静か

に波及しており，産業インターネットは GE

のリポートなどを契機として次第に普及期に

入り始めている。

　そして消費財領域において見られた技術革

新と同様に医療機械，産業機械，建設機械，

農業機械などが販売後も車検のような障害診

断，車両ごとの稼働状況確認，位置確認，省

エネ運転アドバイス，更には自動運転までも

インターネットを活用して試みられ始めてい

る。例えば稼働中の列車や航空機のエンジ

ン，医療機器などは全てインターネットに繋

がると共に例えば「もうすぐ故障するかもし

れないよ」と自動的に呟き，それをインター

ネットのクラウドサービスが吸い上げ，自動

分析し，対処の為のアドバイスを送る（機械
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国およびグローバルに普及すれば，米国で毎

年，経済成長を１％から1.5％押し上げる力

があると述べている。そして今後20年で米国

人の生活水準は20％から40％向上すると予測

している。

　またグローバルには，10兆ドルから15兆ド

ルの GDPの増大が期待され，これは現在の

米国一国分の増加であると予測されている。

　アップルが開始したスマート革命が産業イ

ンターネットに飛び火し，経済成長に影響を

与え始めた。確かにここまで来れば新しい産

業革命とか第三次産業革命の開始と言うコン

セプトは現実性を帯びて来る。

ンマー製品すべてのコンディションを詳細に

把握しながら，一台一台を常にベストな状態

にキープする」点にある。

　こうして重工業のモノ作り企業がスマート

革命（モノのインターネット）を活用してア

ップルやアマゾン，グーグルのようなモノ作

り＋サービス企業に変身し始めている。サー

ビス支配論理が重工業を巻き込み始めた。

　米国の経済界で注目されているのは，アッ

プルなどの娯楽，コミュニケーションビジネ

スに比べてビジネス顧客を対象とする B2B

のビジネスモデルに強みのある GEなどは，

多くの企業と取引が有る為，経済への影響力

が全く違うと言う点である。GE自身もこの

点を意識しており，産業インターネットが米

図 2　コマツの KOMTRAX（コムトラックス）

　　　 出所：コマツ Web サイト。
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いたと言う見方である。

　ところで３Ｄプリンターを活用した金型作

りと言えば，東西冷戦終結前後の1990年，米

クライスラー車のドアロックを設計していた

当時三井金属社員の山田真次郎らが立ち上げ

た株式会社インクスが有名である。山田らは

早くも90年には会社を立ち上げて３Ｄプリン

ター事業を開始している。米国で３Ｄプリン

ターである光造形装置を実際に見た山田ら

は，匠の技の暗黙知が早晩，ソフトウエアを

活用した CADにより形式知に置き換えられ

る可能性に危機感を感じた。「技能工は必要

ない時代が来る。早く導入しないと日本は米

国に負ける」と大きなショックを受けたのが

きっかけである。３Ｄプリンターとは３次元

CADのソフトウエアと設計情報により金型

を掘り出したり，試作品を作り上げる技術で

ある。当時匠の技の CAD化は暗黙知技術的

側面への挑戦として注目された。（当時は光

造形装置が主力であったが，現在は粉末造形

装置が主力である）

　その後株式会社インクスは携帯電話や自動

車関連の金型作りの工程時間を一挙に10分の

一に短縮するなどの成果を挙げている。しか

し金型産業の革命児と呼ばれた同社は2009年

２月経営破たんしている。山田らの当時の試

みは飽くまでも工業社会の大量生産を前提と

し，それへの改善の為のアプローチであった

点が重要である。

　さて今回の３Ｄ革命やメーカーズムーブメ

ントと呼ばれる動きは，工業社会の主流をな

す大量生産では無く，一般生活者を起点とし

たインターネト付き日曜大工の動きの中で注

目されている点が大きな特徴である。山田ら

５．３Ｄ革命による個人の物作りの復
　権

　さて米国の動きで更に注目されるのは，消

費者インターネット及び産業インターネット

の台頭と前後する形でインターネット付き日

曜大工と呼ぶべきメーカーズと称されるプロ

シューマーによるモノ作りが活発になり始め

た点である 10）。

　インターネットで CADで設計されたデザ

インを公開し，ソーシャルメディアを活用し

て広く多様なアイデアを集めれば，デザイン

は急速に洗練される。この手法により多くの

物作りの試作品が素人でも簡単に制作できる

時代が訪れようとしている。無論，２─３人

程度の少人数で一品生産を目指す起業も活発

に行われている。

　大量生産・大量消費の工業社会を脱してカ

スタム生産や一品生産の復権を実現する可能

性のあるこの動きは，世界中から注目されて

いる。そしてその中で注目を集めているのは

３Ｄプリンターによるプロトタイプ（試作

品）の作成である。これは金型生産にも影響

を与える為，日本メーカーも注目している。

日経新聞は３Ｄ革命と呼んでいる。メーカー

ズムーブメントと呼ばれるこの動きの中心は

米国のMITである。

　暗黙知の技術的側面と言われる手の技によ

り寸分の狂いもない金型を作り上げる技術，

匠の技は大量生産時代における日本製品の高

品質の秘密であった。これは集団的な文化を

特徴とする日本企業の集合的暗黙知と考えら

れる強さであった。現場の作業員の熟練した

匠の技や職人芸が日本製品の高品質を支えて



ナレッジ・マネジメント研究　第12号90

ような一品生産の商品が登場したり，ガレー

ジでの起業などが活発になり，時代を背負う

ベンチャー企業が登場する可能性が高い。

　今後国内でもインターネット付き日曜大工

や少人数企業が担い始めた大量生産の 間を

埋めると言われている一品生産の動きは急速

に台頭するだろう。

６．　メーカーズ運動を取り込む大手
　企業に注目

　さて GEなどが新しい産業革命を本気で提

唱し，経済成長の具体的数字まで予測し始め

た背景には，一部の欧米大手メーカーがこの

３Ｄプリンターの活用などのメーカーズの運

動を支援し，同時に社員を参加させることに

よりメーカーズの開発手法を産業インターネ

ットや消費者インターネットの為の機器商品

開発に生かし始めた点にある。例えばエアバ

スの親会社である EADSはメーカーズの手

法で３Ｄプリンターを活用してエアーバイク

の詩作品をナイロンで開発している。（図３）

無論，GEも社内のエンジニアが３Ｄプリン

ターなどの活用を開始している。

　消費財の領域では自動車のフォードはアッ

プルやアマゾン，グーグルがリードする消費

者インターネットを重視するスマートカーの

開発企業である。同社は2013年初，技術系全

社員の机上に一台ずつ３Ｄプリンターを配布

すると発表している。これは80年代初頭に先

進メーカーがエンジニアにマイコンの組み立

てキットを配った過去を彷彿とさせる動きで

ある。

　プロシューマーや少人数企業で編み出され

始めたインターネットを介した3DCADによ

がブログの中で述べているように「プロはマ

ニアの敵ではない」と言う点に生活者（プロ

シューマー）らによる新たな創造性発揮の特

徴がある 11）。モノ作りのプロは飽くまでも大

量生産の延長線上に採算を考えて創造的な商

品を作る。一方マニアは「楽しければそれで

良い」とか「仲間に認めてもらいたい」と言

う視点から時間もお金も惜しまず創造的な物

作りを楽しむ傾向がある。従ってプロシュー

マーと呼ばれるマニアのアプローチは，大量

生産には向かないかもしれないが，非常に面

白い一品生産において創造性を発揮する。そ

の成功事例が既に述べたアップルの iPhone

に関連したアプリの開発であった。

　注目すべきはインターネット付き日曜大工

に取り組むプロシューマーの目的は，一種の

自己表現であり，他者に受け入れてもらいた

いと言う親和欲求や他者に認めてもらいたい

と言った認知欲求である。フィリップ・コト

ラーは，消費者の持つこれらの欲求を「成熟

社会における高次欲求」と称した。その結

果，創造の経済で言う技術のＴと生活者の自

己表現による創造性発揮に対応するタレント

のＴ，そしてインターネット上での多様なア

イデア出しに対応する寛容性のＴが見事な調

和を見せ始めている。

　これは企業内の動機づけである「効率化や

標準化，共通化」と言った製品開発を縛る規

格発想とは視点が全く異なる。

　一台が二十万円程度の３Ｄプリンターや家

庭用のレーザーカッターなどでの活用では，

スマートフォンのケースを作る，ゲームのキ

ャラクターのフィギュアを作り出すなど初期

的な遊びの作品が多いが，今後はあっと驚く
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ト上でサービスに置き換えられたようにメー

カーズ運動により匠の技の一部が完全にソフ

トウエアとインターネットの連合によりサー

ビスに置き換えられる時の到来が鮮明になり

始めている。また同時に新しいサービスの為

のアイデア出しと言う視点から「暗黙知の認

知的側面」が新たに重視される時代が始まろ

うとしている。これは企業にも多様性や寛容

性を求める要因となる。こうして暗黙知の認

知的側面である新たなアイデアやイメージが

インターネットに媒介された CADデータと

言う形の形式知を作り出し，その形式知が直

接，試作品と言うモノを作る時代が始まっ

た。

るオープンデザイン手法などを社内に取り込

む姿勢を欧米の大手企業が見せ始めた点が重

要なのである。山田らの始めたインクスに対

して日本企業からはこのようなアプローチは

なされなかった。

７．匠の技，暗黙知がネットのサービ
　スに化ける時代

　3DCADは自動的に試作品を作り出す。金

型の基になる金型模型さえ直接，作り出す。

　こうして暗黙知の技術的側面としての匠の

技は，サービスに変化し始めている。判り易

く申し上げれば嘗てお金が，現在は紙の書籍

や映画，音楽，テレビの番組がインターネッ

図３　エアバスの親会社がメーカーズの発想を社内に取り入れて制作したエアーバイクの試作品

出所：EADS。
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　こうして米国では政府と先進的企業，先進

的なプロシューマーが，大きく新しいモノ作

り革命であるスマート革命（あらゆる機器が

インターネトに繋がるモノのインターネット

革命）と創造の経済に向けて動き出してい

る。

　我が国も企業と政府が官民共同でことに当

たらないと新しい産業革命に乗り遅れるリス

クがあると考えられる。

　プロシューマーの間では CADデータをイ

ンターネットで公開し，仲間のアイデアを吸

収するオープンハードウエアと言う動きも盛

んである。非常に重要な点は，ムーアの法則

やギルダーの法則などのインターネット関連

のハードウエアやネットワークの進歩の高速

スピードが，今やモノ作りにも波及し始めて

いる点である。（インターネットの一年は外

の世界の七年に相当する程，変化のスピー

ド，社会的速度が速い）デザインや設計を

CADデータと言う形で公開し，ソフトウエ

アのオープンソース運動と同様に仲間のアイ

デアで洗練すれば，高速なモノ作りが可能と

なる。これは簡単に変更が可能なソフトウエ

アの性質とインターネットにおける集合知と

呼ばれるアイデア集積の手法が合体した新し

いサービス作りである。下から稟議を挙げて

動く，意思決定の遅い国内メーカーは，この

インターネットの高速な社会的速度や「サー

ビス支配論理」に基づくモノ作りに追随でき

ず，テレビ敗戦やケータイ敗戦，ゲーム機敗

戦を被るに至っている。

８．創造の経済を企業戦略に，また国
　策にも取り入れよう

　さて2013年から二期目を迎えたオバマ政権

は，２月の一般教書演説で３Ｄプリンターに

関して言及し，政府としての積極的支援を約

束している。2012年には次世代製造業育成の

為，既に6,000万ドルを投入すると発表して

おり，またオハイオ州に３Ｄプリンターの技

術を研究する機関を作ると発表している。ま

た全米約1,000の高校に３Ｄプリンターを設

置する計画を発表している。

注
1）　創造の経済はリチャード・フロリダ著井口
典夫訳「クリエイティブ資本論─新たな経済
階級の台頭」（ダイヤモンド社）参照

2）　新しい個人コンピューティングの形は山崎
秀夫著「ゼロから学ぶスマート革命」（中央経
済社）参照

3）　平成24年度版情報通信白書（総務省発行）
参照

4）　Ron Adner著「The Wide Lens :  A New 

Strategy for Innovation 」（Portfolio Penguin社）
参照

5）　アルビン・トフラー著「第三の波」（日本放
送出版協会）

6）　過剰な時間はリンダ・グラットン著「ワー
ク・シフト─孤独と貧困から自由になる働き
方の未来図〈2025〉」（池村千秋訳）（プレシデ
ント社）

7）　モノ支配論理からサービス支配論理への転
換は注２）参照

8）　GEの提唱する産業インターネットは以下の
GE REPORTS参照
　　http://www.gerepor ts.com/meeting-of-

minds-and-machines/

　　http://files.gerepor ts.com/wp-content/

uploads/2012/11/ge-industrial-internet-vision-

paper.pdf

9）　コマツの KOMTRAX（コムトラックス）に
関しては以下参照
　　http://www.komatsu-kenki.co.jp/service/
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product/komtrax/

10）　メーカーズに関してはクリス・アンダーソ
ン著「MAKERS─21世紀の産業革命が始まる」
（NHK出版）（関美和訳）参照

11）　山田真次郎ブログ「メイカーズ─産業革命
の８つの兆候　3Dプリンターでできること」

参照
　　h t t p : / / b l o g s . i t m e d i a . c o . j p / y a m a d a -

shinjiro/2013/02/9-aedf.html

図１-３は添付資料参照




